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２．空家等の活用 

 

 

（１）「日高市空き家・空き地バンク」の利用促進 

本市では、公益社団法人宅地建物取引業協会及び公益社団法人全日本不動産協会との連携に

より、市内の空家及び空き地の有効活用を図り、市内への定住促進及び地域の活性化に資する

ことを目的として、平成30年１月から「日高市空き家・空き地バンク」を運営しています。 

空家等を売りたい人と買いたい人とのマッチングが図れるよう、関係団体と連携し、様々な

機会を捉えて制度の周知を行うとともに、バンク登録への相談、支援を行います。 
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（２）民間の空家等の利活用への支援 

一部の空家等は、従前とは違った使い方をすることにより、貴重な不動産ストックとして活

用できる可能性が生まれます。空家等をまちづくりや地域の資源として捉え、生活の場、テレ

ワークの場、福祉や文化、交流、コミュニティなどの活動の場として活用していくことが考え

られます。 

第２期日高市まち・ひと・しごと創生総合戦略（令和３年３月策定）においても、「魅力を

活用したにぎわいと新たなひとの流れをつくる」ことを基本目標のひとつに掲げており、こう

した空家等の利活用は、移住・定住の促進に有効な対策の一つとなります。 

一方、日高市都市計画マスタープラン（令和６年10月改訂）に即した日高市立地適正化計画

（令和２年３月策定）では、本市の特性に合わせた緩やかな都市機能と居住の集約化によるコ

ンパクトなまちづくりを目指しており、「既存ストックを活かした活気あふれる拠点づくり」

や「豊かな自然を感じながら地域特性に応じた居住地の形成」を誘導方針としています。 

同計画と連携、整合を図り、地域の特性に応じて、活用可能な資源を生かせるよう、関係団

体と連携した空家等の利活用について検討を進めます。 

あわせて、空家等を地域の支え合いの場所や地域の居場所づくり（拠点、サロン）として活

用できるよう、平成30年度に実施した空き家所有者意向調査を基に所有者等に対して意向の確

認を行い、所有者等の同意の下、所有者情報の外部提供を行うなど、所有者等とのマッチング

支援に取り組むとともに、セーフティネット住宅1としての活用についても検討を行います。 

また、空家等の所有者の中には「賃貸借契約でトラブルがあるのではないか」「物件が古く

修繕を求められるのではないか」「他人に貸すと使いたい時に返してもらえないのではないか」

等の不安を抱えている方もいます。こうした不安に対して「定期建物賃貸借契約2」や「マイホ

ーム借上げ制度（一般社団法人移住・住みかえ支援機構（以下、「ＪＴＩ」という。））」等

の制度内容や利用方法等について周知及び推進を図ります。 

「マイホーム借上げ制度」は、50歳以上の方が所有する住宅借上げ、子育て世帯等に転貸す

る制度で、空室が発生した場合も一定の賃料収入が保証されます。これにより自宅を売却する

ことなく、住みかえや老後の資金として活用することができます。なお、埼玉県独自の取組と

して、JTIと協働連携の協定を結び、県内の物件に限り、「マイホーム借上げ制度」を利用でき

る貸し主の年齢制限を撤廃しました。これにより50歳未満の方でも本制度を利用することがで

きます。 

                            
1 住宅セーフティネット法（略称）に基づき、住宅確保要配慮者（高齢者、障がい者、子育て世帯など）の入居を拒まない賃貸

住宅として登録された住宅。 
2 契約で定めた期間が満了することにより、更新されることなく、確定的に賃貸借契約が終了する制度。公正証書等の書面によ

る契約に限る。 

出典：一般社団法人移住・住みかえ支援機構ホームページ 
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さらに、大学やＮＰＯ、企業等と連携を図り、空家等を利活用し、子育て世代に向けた空き

家のリノベーション3、コワーキングプレイス4としての活用や店舗等への転換についての相談や

支援を行います。 

新たに、令和５年の空家法の改正により、市が重点的に空家等の活用を図るエリアを促進区

域として定め、当該区域内で「経済的社会活動の促進のために誘導すべき用途」として、空家

等の所有者等に活用を働きかけることができるようになりました。また、市が県と連携して建

築基準法等の規制の合理化を図り、空家等の用途変更や建て替え等を促進することも可能とな

っています。そのため、空家等活用促進区域の設定については、地域の課題や地域住民、協議

会での意見を考慮して、他の計画等との整合性を図りながら検討を進める必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                            
3 住宅を改修して住宅機能や価値を向上させること。 
4 Co-Working Place。独立して働く個人が、机、椅子又はネットワーク設備等の実務環境を共有しながら仕事を行う場所のこと。 
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出典：国土交通省ホームページ 
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 出典：国土交通省、（財）日本賃貸住宅管理協会パンフレット 

「大家さんのための定期建物賃貸借契約」 
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出典：国土交通省、（財）日本賃貸住宅管理協会パンフレット 

「大家さんのための定期建物賃貸借契約」 
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３．管理不全な空家等の除却 

 

 

（１） 情報把握、相談体制等の整備 

適切な管理がなされず、放置される空家等が発生しないよう、日頃から地域の協力を得て、

空家等の状況を見守る体制の構築を図る必要があります。 

空家等の抱える事情は様々であることから、市民や地域から寄せられた情報提供・相談など

により把握した情報をデータベース化して一元的に管理を行います。 

権利関係が複雑化した空家等の所有者等に対する対応や空家等の各段階や状況に応じた対応

については、庁内関係課に加え、警察、消防等の関係機関、専門家、関係団体等と連携し、組

織的な対応を行っていきます。 

また、空家等の早期対応や多様化する空家等問題の解決、民間のノウハウによる効果的な空

家等対策の取組を図るため、令和５年の法改正により、市が空家等の活用や管理に取組む NPO

法人、社団法人及び会社等を空家等管理活用支援法人に指定することができるようになりまし

た。指定した法人が所有者への相談対応や、所有者と活用希望者のマッチング等を行うことが

可能になります。そのため、支援法人の指定に向けた検討を進める必要があります。 

さらに、空家等の除却、改修費用等の財政的支援については、所有者等による管理の原則に

照らし、他自治体における先進的な取組を調査、研究し、本市での導入の是非について引き続

き検討していきます。 

 

（２）管理不全空家等及び特定空家等の法令に基づく対策の強化 

管理不全空家等及び特定空家等になることを防ぐため、早い段階での所有者への注意喚起を

行い、自主的な適正管理を求めることが重要です。 

しかし、度重なる注意喚起によっても管理不全な状態が改善されない場合、国土交通省が定

めた「管理不全空家等及び特定空家等に対する措置に関する適切な実施を図るために必要な指

針」（以下「ガイドライン」という。）に基づき、「管理不全空家等」や「特定空家等」と認定し、

空家法に基づいた所定の措置を講じます。 

 「管理不全空家等」の所有者等に対しては「指導」を行い、それでも改善されないときは、「勧

告」を行うこととし、特定空家等の発生を未然に防止します。 

「特定空家等」の所有者等に対しては「助言・指導」を行い、それでも改善されないときは、

「勧告」、「命令」を行います。 

なお、この勧告を受けた管理不全空家等及び特定空家等の敷地については、住宅用地に対する
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固定資産税及び都市計画税の課税標準の特例が適用されなくなります。 

 

■住宅用地に対する固定資産税及び都市計画税の課税標準の特例 

住宅用地の区分 住宅用地区分の範囲 
特例率 

固定資産税 都市計画税 

小規模住宅用地 １戸の住宅について200㎡までの部分 1/6 1/3 

一般住宅用地 200㎡を超える部分 1/3 2/3 

 

これらの措置によっても改善がなされず、放置することが著しく公益に反し、必要な措置を

命じられた者が履行しない場合は行政代執行による対応を行います。また、所有者等が不明の

場合は略式代執行による対応を行います。さらに、災害その他非常の場合において、緊急に除

却等を行う必要がある場合には、命令等を経ることなく、緊急代執行を行います。 

これら行政処分については、私権に対する影響が大きく、自ら除却する人との公平性の確保、

行政が対応してくれることを前提とした自らの管理責任の放棄、費用負担などの課題もあるこ

とから、緊急性や公益性等を十分に考慮した上で対応していきます。 

このため、管理不全空家等及び特定空家等に対する勧告、行政代執行、略式代執行並びに緊

急代執行については、ガイドライン及び埼玉県空き家・所有者不明土地対策連絡会議の「管理

不全空家等及び特定空家等判定方法マニュアル」「特定空家等に対する指導手順マニュアル」「行

政代執行マニュアル」等の一定の考え方に基づき、日高市空家等対策協議会の意見を踏まえて、

市長が判断することとします。 

 

 

 

 

■緊急安全措置 

特定空家等の指定の有無にかかわらず、空家等の状態に起因し、屋根、外壁等の落下又は飛

散等により、人の生命、身体又は財産に危害を及ぼすことを避けるため、緊急の必要があると

認めるときは、日高市空家等対策の推進に関する条例第５条の規定に基づき、危険を回避する

ために必要な緊急措置を実施します。 
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特定空家等のイメージ 

「既存不適格建築物に係る是正命令制度に関するガイドライン（令和元年６月/国土交通省）」

から見る「特定空家等」のイメージとなります。 

空家等の状態が悪化する前に、空家法に基づく適切な措置を行うとともに必要に応じて日高市

空家等対策の推進に関する条例に基づく緊急安全措置等を行う必要があります。 

 

① 建築物が倒壊等する可能性が高いと認められる例 

 

 
 

 

② 屋根、外壁等が脱落、飛散等する可能性が高いと認められる例 

 

 

 出典：既存不適格建築物に係る是正命令制度に関するガイドライン 
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外壁の脱落、屋根ふき材の脱落等 

出典：既存不適格建築物に係る是正命令制度に関するガイドライン 
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ガイドラインや埼玉県空き家・所有者不明土地対策連絡会議「管理不全空家等及び特定空家等 

判定方法マニュアル」に準じて管理不全空家等及び特定空家等の判断及び具体的な措置を講じま

す。 

 以下、ガイドラインによる参考基準の概要及び手順を示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①管理不全空家・特定空家等の参考基準 
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   管理不全空家等の所有者等が自主的に対応するよう指導を行うことを第一としますが、管

理不全空家等を放置し続ける所有者等に対しては、以下の空家法に基づいた適切な措置を講

じます。 

 

ア 指導（空家法第 13 条第１項） 

管理不全空家等の所有者等に対して、修繕、立木の伐採その他周辺の生活環境の保全を

図るために必要な措置をとるよう「指導」を行います。 

 

イ 勧告（空家法第 13 条第２項） 

指導をしても状況が改善しなければ、相当の猶予期間を設けて、周辺の生活環境の保全

を図るために必要な措置をとることを「勧告」します。 

※「勧告」を受けた管理不全空家等は、固定資産税等の住宅用地特例が適用除外となりま

す。 

 

 

 

② 管理不全空家等に対して必要な措置を講ずる際の具体的な手順等 
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   特定空家等の所有者等が自主的に対応するよう指導を行うことを第一としますが、特定空

家等を放置し続ける所有者等に対しては、助言・指導及び勧告、命令、代執行など、以下の

空家法に基づいた適切な措置を講じます。 

ア 助言又は指導（空家法第 22 条第１項） 

特定空家等の所有者等に対して、除却、修繕、立木の伐採その他周辺の生活環境の保全

を図るために必要な措置をとるよう「助言又は指導」を行います。 

 

イ 勧告（空家法第 22 条第２項） 

助言又は指導をしても状況が改善しなければ、相当の猶予期間を設けて、周辺の生活環

境の保全を図るために必要な措置をとることを「勧告」します。 

※「勧告」を受けた特定空家等は、固定資産税等の住宅用地特例が適用除外となります。 

 

ウ 命令（空家法第 22 条第３項～第８項） 

勧告を受けた者が正当な理由がなく、その勧告に係る措置を講じなかった場合において、

特に必要があると認めるときは、その者に対し、相当の猶予期限を付けて、その勧告に係

る措置を講じることを命じます。 

なお、この場合、その者又はその代理人からの意見書及び自己の有利な証拠の提出、公

開による意見聴取の機会を設けます。 

 

エ 行政代執行（空家法第 22 条第９項） 

必要な措置を命じた場合において、その措置を命ぜられた者が措置を履行しないとき、

履行しても十分でないとき又は履行しても期限までに完了する見込みがないときは、行政

代執行法の定めるところに従い代執行を行います。 

なお、代執行に要した一切の費用は、義務者から徴収（代執行法第５条・第６条）しま

す。 

 

オ 略式代執行（空家法第 22 条第 10 項） 

市長が、過失がなくてその措置を命ぜられるべき者を確知することができないときは、

所有者等の負担において、その措置を市長自ら行い、又はその命じた者若しくは委任した

者に行わせることができます。 

 

カ 緊急代執行（空家法第 22 条第 11 項） 

災害その他非常の場合において、特定空家等が保安上著しく危険な状態にある等当該空

家等に関し緊急に必要な措置をとる必要があると認めるときで、当該措置をとることを命

ずるいとまがないときは緊急代執行を行います。 

③ 特定空家等に対して必要な措置を講ずる際の具体的な手順等 
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日高市における空家法に基づく管理不全空家等及び特定空家等に対する措置のフロー図 

 


